
令和２年５月２０日   

 

姫路市長  清 元 秀 泰    

 

 姫路市認知症サロン活動助成事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

姫路市認知症サロン活動助成事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、姫路市認知症サロン活動事業登録制度実施要綱（令和２年５月

２０日制定。以下「サロン登録要綱」という。）に基づき認知症サロン活動を行

う者に対して交付する姫路市認知症サロン活動助成事業補助金（以下「補助金」

という。）に関し、姫路市補助金等交付規則（昭和４３年姫路市規則第６０号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、サロン登

録要綱第７条第１項に規定する登録決定者とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、サロ

ン登録要綱第７条第１項の登録事業とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、別表第１及び別表第２に掲げるものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表第１及び別表第２のそれぞれについて、次に掲げる期間

ごとの補助対象経費と補助基準額（補助金の額の算定に当たり補助の基準とすべ

き額をいう。以下同じ。）を比較し、より低額である方として算定された額の合

計額とする。 

 ⑴ 別表第１ 

ア 期間 ４月から翌年３月まで 



イ 補助基準額 １，０００円にサロンを開催した月数を乗じて得た額（ただし、

次号イの補助基準額が同号アに掲げる期間に係る補助対象経費よりも大きい場

合は、その差額を当該得た額に加えるものとする。） 

 ⑵ 別表第２ 

  ア 期間 

(ア) ４月から６月まで 

(イ) ７月から９月まで 

(ウ) １０月から１２月まで 

(エ) 翌年１月から翌年３月まで 

  イ 補助基準額 １００円に１週間のうちで１回以上参加した利用人数の合計数

を乗じて得た額 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、認知症サロン活動助成事業補

助金交付申請書（様式第１号）を補助対象事業の開始前に、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（交付の決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付の

可否を決定するとともに、速やかに認知症サロン活動助成事業補助金交付可否決

定書（様式第２号。以下「交付決定書」という。）により、前条の規定により申

請した者に通知するものとする。 

 （交付の条件） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定（以下「交付決定」とい

う。）をする場合において、必要な条件を付することができる。 

 （事業の変更等） 

第９条 交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該交付決定に係

る補助対象事業の計画を中止しようとするときは、認知症サロン活動助成事業変

更（中止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 



２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更又は中

止を承認すべきものと認めたときは、認知症サロン活動助成事業変更（中止）決

定通知書（様式第４号）により、前項の規定による申請をした者に通知するもの

とする。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、市長が別に定める期日までに、認知症サロン活動助成事業

実績報告書（様式第５号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。ただし、第１４条の規定による概算払を

請求するに当たり、既に報告した期間の実績については、実績報告書の提出を省

略することができる。 

 ⑴ 支出明細書（様式第６号） 

 ⑵ 事業の執行に要した経費の領収書その他これに類する書類 

 ⑶ 参加者名簿（サロン登録要綱様式第３号） 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、

交付すべき補助金の額を確定し、認知症サロン活動助成事業補助金確定通知書

（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 交付決定者は、前条の規定により確定通知書を受けたときは、認知症サロ

ン活動助成事業補助金交付請求書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

⑴ 交付決定書の写し 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付） 

第１３条 市長は、前条に規定する書類の提出があったときは、速やかに、補助金を

交付決定者に交付するものとする。ただし、次条の規定による概算払がされてい

る場合は、交付する額は概算払をした額を控除した額とする。 



 （概算払） 

第１４条 市長は、交付決定者の請求により、第５条第２号に規定する期間ごとに交

付決定の額の４分の１（交付決定の日が７月１日以降の場合にあっては、市長が

別に定める割合）を限度に概算払をすることができる。 

２ 交付決定者は、前項の規定による請求をしようとするときは、概算払を受けよう

とする期間についての実績報告書に第１０条各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、第５条を

準用して概算払の額を決定し、認知症サロン活動助成補助金概算払決定書（様式

第９号）により交付決定者に通知する。 

４ 交付決定者は、前項の規定による通知を受けたときは、認知症サロン活動助成事

業補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項に規定する請求書の提出があったときは、速やかに、補助金を交付

決定者に交付するものとする。 

 （補助金の交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、交付決定者が次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ 虚偽その他不正な手段により、交付決定又は補助金の交付を受けたとき。 

 ⑵ この要綱の規定又は交付決定若しくはこれに付した条件に違反したとき。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当であると認めるとき。 

 ⑷ 他の補助金の交付を受けたとき。 

 （補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、速やかに交付決定を取り消された者に対し、

期限を定めて補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に必要な事項は、市長が別

に定める。 



   附 則 

 この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年８月７日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前にこの要綱による改正前の姫路市認知症サロン活動助成事

業補助金交付要綱様式第１０号により作成されたものであって、この要綱の施行の日

前に提出された認知症サロン活動助成事業補助金概算払請求書は、この要綱による改

正後の姫路市認知症サロン活動助成事業補助金交付要綱様式第１０号により作成した

ものとみなす。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次項において「旧様

式」という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるも

のとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 


